
 

 

 
定款一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成２９年１月２７日開催

予定の第６８回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせし

ます。 
 

記 
 

１．変更の理由 

（１）平成２９年５月１日に予定しているイハラケミカル工業株式会社との合併に伴い、以

下の項目を追加するものであります。 

①事業領域の拡大のため目的事項（現行定款第２条）の追加及び変更を行う。 

②現行定款第３０条（社外取締役との間の責任限定契約）及び第３８条（社外監査

役との間の責任限定契約）について、それぞれ取締役及び監査役が期待される役

割を十分に発揮できるようにするため、取締役会の決議によって法令の定める範

囲内で責任を免除することが出来る旨を追加すること並びに責任限定契約を締結

できる範囲を拡充する。 

③中間配当制度を導入する。（新設） 

（２）上記の他、規定の削除及び表現の修正並びに必要な条数の変更等、全般にわたって所

要の変更や整理を行うものであります。 
 

なお、変更案第２８条の（取締役の責任免除）の新設につきましては、各監査役の   

同意を得ております。 

 

２．変更の内容 

変更の内容は別紙の通りであります。 

 

３．日程 

定款変更のための株主総会開催予定日 平成２９年１月２７日 

定款変更の効力発生予定日  平成２９年１月２７日 

以 上 

平成２８年１２月１６日 

各      位  

 会 社 名 クミアイ化学工業株式会社 

 代 表 者 取 締 役 社 長   小池好智 

 （コード番号 ４９９６ 東証第１部） 

 問 合 せ 先 常務取締役総務部長   高木 誠 

 （TEL．０３－３８２２－５０３６） 



（別 紙） 

定款変更の内容 

 
（下線は変更部分を示しております） 

現 行 定 款 変 更 案 

 

第１条   （省略） 

 

（目的） 

第２条   本会社は次の事業を営むことを目的と

する。 

       (1) 農薬、医薬品、農業用資材、化粧品、

動物用医薬品、動物飼料添加剤、及

び食品添加物を除くその他の化学工

業品の製造及び輸出、輸入ならびに

販売。 

         < 新設 > 

 

       (2) 種苗、花卉の生産及び輸出、輸入な

らびに販売。 

       (3) 食品を除くバイオテクノロジ－による

製品の製造及び輸出、輸入ならびに

販売。 

       (4) 環境計量測定及び化学物質の分析、

測定、解析などに関する業務。 

         < 新設 > 

       (5) 不動産の賃貸借及び管理。 

       (6) 発電及び電気の販売・供給に関する

業務。 

       (7) 前各号に附帯関連する一切の事業。 

       (8) 他会社に対する投資又は会社設立の

発起人となること。 

 

第３条～第８条  （省略） 

 

第１条   （現行通り） 

 

（目的） 

第２条   本会社は次の事業を営むことを目的と 

する。 

      (1) 農薬、肥料、飼料、医薬品、農業用資

材、化粧品、動物用医薬品、医薬部外

品、飼料添加物、及び食品添加物を除く

その他の化学工業品の製造及び輸出、

輸入ならびに販売。 

      (2) 第１号の製造に必要な機材の製造及

び輸出、輸入ならびに販売。 

      (3) 種苗、花卉の生産及び輸出、輸入な 

らびに販売。 

      (4) 食品を除くバイオテクノロジ－による 

製品の製造及び輸出、輸入 ならびに

販売。 

      (5) 環境計量測定及び化学物質の分析、

測定、解析などに関する業務。 

      (6) 総合建設業 

      (7) 不動産の賃貸借及び管理。 

      (8) 発電及び電気の販売・供給に関する 

業務。 

      (9) 前各号に附帯関連する一切の事業。 

      (10) 他会社に対する投資又は会社設立の

発起人となること。 

 

第３条～第８条  （現行通り） 

 

 

 

 

 

 

 



現 行 定 款 変 更 案 

 

（単元未満株式の買増請求） 

第９条   本会社の単元未満株式を有する株主

は、その所有する単元未満株式の数と

併せて単元株式数となるべき数の本会

社の株式を売渡すよう本会社に請求す

ることができる。但し、本会社が当該請

求により売渡すべき数の自己株式を有

しないときは、その限りではない。 

 

第１０条～第１２条  （省略） 

 

（株主の届出） 

第１３条   株主、登録株式質権者又はその法定

代理人は、その住所氏名及び印鑑を本

会社所定の株主名簿管理人に届け出

なければならない。 

    2．前項に掲げた者が外国に居住するとき

は、日本国内に仮住所を定めて届け出な

ければならない。 

    3．前１，２項に定める届け出事項に変更を

生じたときは、変更される事項を届け出な

ければならない。届け出をなさないため

に生じた損害については、本会社はその

責に任じない。 

 

第１４条   （省略） 

 

（総会の招集） 

第１５条   本会社の定時株主総会は、毎年１月

に招集し、臨時株主総会は必要に応じ

随時招集する。 

    2．株主総会開催の場所は、本店所在地又

は静岡市とし、開催の都度取締役会にお

いて決定する。 

 

 

（単元未満株式の買増請求） 

第９条   本会社の単元未満株式を有する株主

は、その所有する単元未満株式の数と

併せて単元株式数となるべき数の本会

社の株式を売渡すよう本会社に請求す

ることができる。 

 

 

 

第１０条～第１２条  （現行通り） 

 

< 削除 > 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３条   （現行通り） 

 

（総会の招集） 

第１４条   本会社の定時株主総会は、毎年１月

に招集し、臨時株主総会は必要に応じ

随時招集する。 

    2．株主総会開催の場所は、本店所在地又

は静岡県とし、開催の都度取締役会にお

いて決定する。 

 

 

 

 



現 行 定 款 変 更 案 

 

（招集権者） 

第１６条   株主総会は、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、取締役会の決議により、

取締役社長が招集する。取締役社長に

事故があるときは、取締役会においてあ

らかじめ定めた順序により他の取締役が

招集する。 

 

第１７条～第２５条  （省略） 

 

（取締役会の権限） 

第２６条   取締役会は、法令又は定款に定める

事項のほか、会社の営業方針その他の

重要事項を決定する。 

 

第２７条～第２９条  （省略） 

 

（社外取締役との間の責任限定契約） 

第３０条   < 新設 > 

 

 

 

 

 

本会社は、会社法第 427 条第１項の規

定により、社外取締役との間に、任務を怠

ったことによる損害賠償責任を限定する契

約を締結することができる。ただし、当該契

約に基づく責任の限度額は、法令が規定

する額とする。 

 

 

第３１条～第３７条  （省略） 

 

 

（招集権者） 

第１５条   株主総会は、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、取締役社長が招集する。

取締役社長に事故があるときは、取締

役会においてあらかじめ定めた順序に

より他の取締役が招集する。 

 

 

第１６条～第２４条  （現行通り） 

 

< 削除 > 

 

 

 

 

第２５条～第２７条  （現行通り） 

 

（取締役の責任免除） 

第２８条   本会社は、会社法第 426 条第１項の

規定により、取締役(取締役であった者

を含む。)の会社法第 423 条第１項に定

める損害賠償責任を、法令の限度にお

いて、取締役会決議により免除すること

ができる。 

    2．本会社は、会社法第 427 条第１項の規

定により、取締役（業務執行取締役等で

あるものを除く）との間に、会社法第 423

条第１項に定める損害賠償責任を限定

する契約を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく責任の限度額は、

法令が規定する額とする。 

 

第２９条～第３５条  （現行通り） 

 

 

 

 

 

 

 



 

現 行 定 款 変 更 案 

 

（社外監査役との間の責任限定契約） 

第３８条   < 新設 > 

 

 

 

 

本会社は、会社法第 427 条第１項の規

定により、社外監査役との間に、任務を怠

ったことによる損害賠償責任を限定する契

約を締結することができる。ただし、当該契

約に基づく責任の限度額は、法令が規定

する額とする。 

 

 

第３９条～第４０条  （省略） 

 

< 新設 > 

 

 

 

 

 

 

 

（監査役の責任免除） 

第３６条   本会社は、会社法第 426 条第１項の

規定により、監査役(監査役であった者

を含む。)の会社法第 423 条第１項に定

める損害賠償責任を、法令の限度にお

いて、取締役会決議により免除すること

ができる。 

    2．本会社は、会社法第 427 条第１項の規

定により、監査役との間に、会社法第

423 条第１項に定める損害賠償責任を限

定する契約を締結することができる。た

だし、当該契約に基づく責任の限度額

は、法令が規定する額とする。 

 

 

第３７条～第３８条  （現行通り） 

 

（中間配当） 

第３９条   本会社は、取締役会の決議により、毎

年４月 30 日の最終の株主名簿に記録さ

れた株主又は登録株式質権者に対し、

中間配当を行うことができる。 

 

 

 

 

 

以 上 


